
21:町 保予第 7222号
2022年 3月 25日

町田市情報公開・個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町 田
｀
市 長

石  阪 丈

個人情報保護条例の規定に基づく諮問について

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ
しくお願いいたします。ぃ

「妊産婦・乳幼児健康診査及び相談支援」業務におけるコンピュ▼夕処理等について

添付書類
・個人情報コンピュータ処理等登録票

記

B2564
スタンプ



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 保健所保健予防課

業務の名称

妊産婦・乳幼児健康診査及び相談支援
管理責任者 保健所保健予防課長

登録年 月 日

システムの名称      ｀

しつか リサポー ト面接予約システム

コンピュータ処理等の目的

妊産婦を対象としたオンライン面接において、面接 日の事前予約を可能にするこ、とで、外出が困難な妊産婦の

利便性の向上を図るため

コンピュータ処理等の条件
・業務上必要のない項 目は収集 しない。
・ ID力 rド・パスワー ドを使用 し、操作者を限定する。
・スクリーンセイバーの使用

コンピ
′
ュータ処理等をする

個人情報の項 目

1 氏名

12 24

13 25

2 住所 14 26

３

４

５

６

７

８

９

生年月 日 15 27

電話番号 16 28

電子メールア ドレス 17 29

健康状況 18 30

19 31

20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備 考



21町子推第 1517号
2022年 3月 25日

町田市情報公開 。個人情報保護  ヽ

運営審議会会長 川
―
野 秀 之 様

町 田 市 長

石  阪  丈

個人情報保護条例の規定に基づく諮問について

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ
しくお願いいたします。

記

「一時保育」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供について
「市立保育園 (管理 。指導)」 業務における個人情報業務登録票、個人情報コンピュ

ータ処理等登録票、個人情報外部委託等登録票の変更について

※変更の理由            ―

1.:保育園等の在園児が、緊急の休園等により保育の提供を受けられない場合に、代替
保育を実施するため。

2.保護者への情報提供やサ
=ビ

ス品質向上のため、専用Webサ イ トで保育園内での

様子や各種イベントの写真を公開、販売するため。
「    」は追加

添付書類
・個人情報業務登録票
・個人情報外部提供登録票
・個人情報コンピュータ処理等登録票
・個人情報外部委託等登録票

１

２

B2564
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 子 ども生活部子育て推進課

業務の名称

下時保育事業

管理責任者 子 ども生活部子育て推進課長

登録年月 日 2001,4,92009.2,92014.10.20変更

収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法 ■ 本人等 '■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 ‐5年 ◆ 他の業務か らの収集 (目 的外利用 )

業務廃上の時期 部   課   名 業 務 の 名 称

業務の 目的

・保護者の疾病、入院、看護等緊急的な事情

や、短時間または非定型就労等で子 どもの保

育が困難な場合に保護者の申込を受けて、町

田市立保育園で一時的に保育を実施する。

・市内私立保育園等の在園児がミ緊急の休園

市民部市民
藍器父センター 住民基本台帳

子ども生活都子育て推進課 と也域子育て相談センター

等により保育の提供を受けられない場合に、

ブJミ

立

の

対象 となる個人の範囲

利用登録を行つた者。

。 一時保育対象乳幼児

・ 保護者及び緊急連絡先となる者

本人等への明示の方法

日頭により本人の了解を得る。

◆ 他機関等からの収集 (本 人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集 内容

保護者 緊急連絡先 となる者

記録の保管方法

・文書、電子媒体

・キャビネット、書庫に保管

私立幼稚園、認定こども区 保 育

蜘 保 育

保管上の留意点

キャビネットく書庫に施錠

備 考

本人以外か らの収集 の際の通知 は省略

とします。

本人等以外収集 の根拠

□法令  □緊急  回公知  ■その他
保護者 と連絡をとれない場合、他の緊急連絡先が必要となるため。



(第 1号様式 2)   .
業務の名称  一時保育事業 部 課 名 子 ども生活部子育て推進課

個

人

情

報

記

録

の

項

目

(1) 基本的項 目 (2) 思想・信条等に関す る項 目

① 氏名
2個人番号

③ 住所

④ 性月け

⑤ 生年月 日

⑥ 電話番号
7本籍
8国籍

⑨ 世帯主との続柄
10親族関係

③ 家庭環境等

⑫ 利用理由

③住民記録システム注意情報
13

14

5

☆収集 の 目的

⑤は一時保育対象乳幼

児から収集

③は保護者及び緊急連

絡先となるものから収

集

③,① は一時保育対象

平L幼児から収集

②は保護者から収集

1

2

3

④

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

☆収集の 目的

④は、一時保育対象乳

幼児から収集

(3) 社会的地位等に関す る項 目 (4) 成績・資格等に関す る項 目

③ 職

2地
3学
4各
5賞
③ 保

7

8

9

10

11

12

13

14

15

業・職歴

位

歴     .
種団体加入

罰

育・幼稚園名

☆収集 の 目的

①は保護者及び緊急

連絡先 となるものか

ら収集

③は一時保育対象乳

幼児から収集

1学 業成績

2勤 務成績

3各 種試験成績

4各 種資格

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の 目的

(5) 財産・収入に関す る項 目 (6) 心身等に関す る項 目

1,収入状況

2財 産状況

3納 税額等

4取 引状況

5公 的扶助の受給
―

6各 種貸付金

7住 居の間取 り 。′図面

8金 融機 関名

9 口座番号

⑩ 各種手数料等

11

12

13

14

15

☆収集 の 目的

⑩は保護者及び緊急

連絡先 となるものか

ら収集

① 健康状況  .
② 病歴

③ 障がいの状況
4容姿
③ 医療機関名

③ 行動・性格

⑦ 心身の発達状況
8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の 目的

⑤,⑥,⑦は一時保育

姑象乳幼児から収集



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 子ども生活部子育て推進課

業務の名称

一時保育事業

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

登録年月 日

利用・提供の期間

通年区 分   □ 目的外利用   ■ 外部提供

禾可

用

提

供

先

名 称

保育園・幼稚園

利用・提供の方法

1閲 覧

② 文書による通知、複写

8コ ンピュータ処理等

④ その他 (口 頭・電話)

業務の名称

保育園等管理

利用・提供の条件

利用目的以外の使用を禁止。

管理責任者

施設長

利用・提供の目的又は理由

感染症等の影響により市立園の在園児が私立保育園を利用する場合、個々のユーズにあつた適切な子育てサ▼
ビスを実施するために必要な情報を提供する。

利用 。提供の法令等の根拠

な し

利用・提供に係る個人情報の項 目 12 病歴 24

1  氏名 13 障がいの状況 25

2

3

4

5

6

7

8

9

住所 14 行動・性格 26

Jl生丹可 15 心身の発達状況 27

生年月 日 16 28

電話番号 17 29

世帯主との統柄 18 30

家庭環境等 19 31

職業・職歴 20 82

保育・幼稚園名 21 38

10 趣味・嗜好 22 34

11 健康状況 23 85

備  考

目的外利用の際、本人等への通知は省略とします。



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 子ども生活部子育て推進課

業務の名称

市立保育所 (管理・指導)

管理責任者 子 ども生活部子育て推進課長

1989.10,1  2000.7.10  2006.9.11

登録年月 日 2007.H,12 20H.7.H 2012.5.14
2014,1,20 2016.9.12 2017.2,13変 更

収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法  ■ 本人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 年度終了後 5年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的

保護者の委託を受けて、保育に欠ける平と

児、幼児の保育を行っている市立の保育施設
の適切な管理。

域福祉都障がい福祉課

幼稚園課

教育部指導課

特別児童扶養手当

音垂亨る磐琴昌響絡読
法人立保育所等

交通安全ポスターコンテス ト

対象となる個人の範囲
①保育所職員
②保育所会計年度任用職員、保育所非常勤
嘱託職員

③保育実習生

④ O歳～5歳児の乳幼児

⑤ O歳～ 5歳児の保護者
⑥防犯カメラに写った者

⑦ポスタ‐コンテス トで最優秀となった

児童 。生徒
③保育士資格取消対象者

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

保育実習生の学校 保育実習

本人等への明示の方法

口頭・文書

記録の保管方法

①文書、電子媒体

②キャビネット、書庫

保管上の留意点

キャビネ ッ ト、書庫は正規職員が取 り扱
い、施錠する。保護者氏名、児童氏名及び電

話番号を緊急連絡のため、正規職員が自宅で

も保管する。

備  考

本人等以外からの収集の際の通知は省略
とします。

本人等以外収集の根拠

□法令  □緊急  □公知  ■その他
,大学・専門学校から保育実習の依頼があるため。



(第 1号様式 2)

業務の名称 市立保育所 (管理・指導) 部 課 名 子ども生活部子育て推進課

個

人

情

報
　
　
　
記
　
　
　
録

の

項

目

(1)基本的項 目 (2)思想 ,信条等に関する項 目

① 氏名
2個人番号

③ 住所

④ 性別

⑤ 生年月日

⑥ 電話番号
7本籍
8国籍

③ 世帯主との続柄

⑩
③

⑫
12

13

14

15

親族関係

家庭環境等

電子メールア ドレス

☆収集の目的

⑫について、非常時の

緊急連絡用に保護者か

ら収集

1

2

3

④

5

③

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

意見

作品

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項 目 (4)成績・資格等に関する項目

① 職業・職歴
2地位

③ 学歴
4各種団体加入

⑤ 賞罰

③ 保育・幼稚園名 (認定こども

園を含む)

⑦ 学籍
8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的 1学業成績

② 勤務成績
3

④

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

各種試験成績

各種資格

☆収集の目的

②は保育実習生のみ収

集

(5)財産・収入に関する項目 (6)心身等に関する項目

① 収入状況
2財産状況
8納税額等

④ 取引状況

⑤ 公的扶助の受給
6各種貸付金
7住居の間取り,図面
8金融機関名
9口座番号

③ 請求額

③ 手当の受給
12

13

14

15

☆収集の目的

①について、職員のみ

収集

③ 健康状況

② 病歴

③ 障がいの状況
④ 容姿
Э 事故 (けが)の状況
③ 医療機関名
Э 健診 。検査
8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

④は、防犯カメラに写っ

た者からの収集を含む



(第 6号様式)

個人情報コンピュニタ処理等登録票 部 課 名 子ども生活部子育て推進課

業務の名称

市立保育所 (管理・指導)

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

登 録 年 月 日 2014. 1. 20

システムの名称

特別保育システム (園児管理機能)

コンピュータ処理等の目的

,市立保育園の園児管理を行 うため (登降園管理)

・市立保育園の保育の様子を在園児保護者へ情報提供するため (専用Webサィ ト)

・市立保育園の園児の写真、動画の公開、販売を行 うため (専用Webサ ィ ト)

・非常時に保護者へ緊急連絡・情報提供するため (メ ール配信 )

コンピュ生夕処理等の条件
・業務上不必要な項目は収集しない
・ ID、 パスワー ドにより操作者を限定する
。スクリーンセーバーを使用する
。嘱託 。会計年度任用職員は管理責任者の許可を受け、データの入力及び検索業務等に関して職員の補助者と
して端末操作を行う

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目

1 氏名

12 24

13 25

２

３

４

５

６

７

８

９

住所 14 26

性男け 15 27

生年月 日 16 28

電話番号 17 29

家庭環境等 18 30

電子メァルア ドレ
^

19 31

保育園名 20 32

健康状況 21 33

10容 姿 22 34

11取 引状況 23 35

備 考



(第 12号様式)

個人情報外部委託等登録票
部 課 名 子ども生活部子育て推進課

管叫芦任者 子ども生活部子育て推進課長

業務の名称 登録年月 日 2014. 1. 20
市立保育所 (管理・指導)

委託等の条件 ① 秘密の保持

② 第二者への提供の禁止

③ 指示目的以外の使用の禁止

④ 事故発生時の報告

⑤ 再委託の禁止

⑥ 複写及び複製の禁止

⑦ 情報の管理方法の指定

⑥ 職員による立入り調査

9その他

指

定ヽ

管

理

者

委

託

先

又

は

名称及び所在地   ′

(アプリケーションサービス業者 (ASP))
株式会社ワイ・シー・シー 山梨県甲府市飯田312

代 表 者 代表取締役社長

管理責任者 代表取締役社長

委託等の内容   、

市立保育園の園児管理、保護者用Webサ ィ ト管理、

及び保護者へのメール配信を行 う

委託等の理由

技術、設備等高度な専門性を有するため

委託等の期間

通年

委託等に係る保有個人情報の項 目  12 24

1 氏名 13 25

２

３

４

５

６

７

８

９

住所 14 26

性 別 15 27

生年月日 16 28

電話番号 17 29

家庭環境等 18 30

電子 メールア ドレス 19 31

保育園名 20 32

健康状況 21 33

10容 姿 22 34

11取 引状況 23 35

備 考

システム保守業務、データ管理業務 を再委託する。その際は、再委託先に、市 と委託先で締結す る契約内

容に準 じた個人情報保護条項 を徹底 させ、遵守 させ るc



21町子推第 1517号
2022年 3月 25日

町田市情報公開・個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町 田 市 長

石  阪 丈

個人情報保護条例の規定に基づ く諮問について

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ
しくお願いいたします。

記

1.「一時保育」業務における個人情報業務登録票の変更にらぃて
2.「児童処遇」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供について
3。 「市立保育園 (管理 。指導)」 業務における個人情報業務登録票、個人情報コンピュ

ータ処理等登録票、個人情報外部委託等登録票の変更について

※変更の理由
1.私立保育園等の在園児が、緊急の休園等により保育の提供を受けられない場合に、
市立保育園で代替保育を実施するため。

2.市立保育園等の在園児が、緊急の休園等により保育の提供を受けられない場合に、

私立保育園で代替保育を実施するため。
3.保護者八の情報提供やサィビス品質向上のため、専用Webサ ィ トで保育園内での

様子や各種イベントの写真を公開、販売するため。

イよ追力日

添付書類
・個人情報業務登録票
・個人情報外部提供登録票
・個人情報コンピュータ処理等登録票
・個人情報外部委託等登録票

「

B2564
スタンプ

B2564
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 子 ども生活部子育て推進課

業務の名称

一時保育事業
管理責任者 子 ども生活部子育て推進課長

登録年月 日 2001.4.9 2oo9.2.92014.10,20変更

収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ [迫 時 収集 の方法 ■ 本人等 ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 5年 ◆ 他の業務か らの収集 (目 的外利用 )

業務廃上の時期 部   課   名 業 務 の 名 称

業務の 目的

・保護者の疾病、入院(看護等緊急的な事情

や、短時間または非定型就労等で子どもσ)保

育が困難な場合に保護者の申込を受けて、町

田市立保育園で一時的に保育を実施する。

・市内民間立保育園等の在園児がぐ緊急の体

市民都市民
馨器営センター 住民基本台帳

子ども生活部子育て推進課 地球子育て相談センター

の ヽ

る

対象 となる個人の範囲

利用登録を行つた者。
。 一時保育対象乳幼児

・ 保護者及び緊急連絡先となる者

本人等への明示の方法

口頭により本人の了解を得る。

◆ 他機関等か らの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

保護者 緊急連絡先 となる者

記録の保管方法

・文書、電子媒体

・キャビネット、書庫に保管

保管上の留意点

キャビネット、書庫に施錠

備 考

本人以外か らの収集 の際の通知は省略

とします。         ,

本人等以外収集の根拠  イ

(     □法令  □緊急  □公知  ■その他
保護者 と連絡をとれない場合、他の緊急連絡先が必要となるため。



部 課 名 子ども生活部子育て推進課

(第 1号様式 2)
業務の名称  一時保育事業

個

人

情

報

記

録

の

項

目

(1)基 本 的項 目 (2) 思想・信条等に関す る項 目

① 氏名
2個人番号

③ 住所

④ 性別

⑤ 生年月日

⑥ 電話番号
7本籍
8国籍

⑨ 世帯主との続柄
10親族関係

⑪ 家庭環境等

⑫ 利用理由

④住民記録システム注意情報
13

14

5

☆収集の 目的

は一時保育対象乳幼

か ら収集

は保護者及び緊急

先 となるものか ら

,① は下時保育対

幼児から収集

は保護者から収集

1

2

3

④

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

支持政党

宗教

趣 味 嗜 好

☆収集の 目的

④は、一時保育対象平L

幼児から収集

(3)社 会的地位等に関する項目 (4)成 績・資格等に関す る項 目

① 職業・職歴
2地位
3学歴
4各種団体加入
5賞罰

⑥ 保育 。幼稚園名
7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

Oは 保護 者及 び緊急

連絡 先 となる もの か

ら収集

③は一時保 育対象 乳
イムカ児か ら収集

I学 業成績

2勤 務成績

3各 種試験成績

4各 種資格

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の 目的

(5)財 産 ,収入 に関す る項 目 (6) 心身等に関す る項 目

1

2

3

4
5

6

7

8

9

⑩
11

12

13

14

15

収入状況

財産状況

納税額等

取 引状況

公 的扶助 の受給

各種貸付金

住居の間取 り ,図 面

金融機関名

日座番号

☆収集の 目的

⑩は保護者及び緊急

連絡先 となるものか

ら収集

③

②
③
4

③
③

⑦
8

9

10

11

12

13

14

15

健康状況

病歴

障がいの状況

容姿

医療機関名

行動・性格

心身の発達状況

☆収集の 目的

Э, ⑥,⑦は一時保育

対象乳幼児から収集



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 子 ども生活部子育て推進課

業務の名称

児童処遇

管理責任者 子 ども生活部子育て推進課長

1989.10,1

登録年月 日 2006.9.H

変更

1999.9,13

2011.2.28

2006.3.13

2021.10,11

収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法 ■ 本人等 ■ 本人等以外 ■ 目的外利用

記録廃棄の時期  資格喪失後 5年 ◆ 他の業務か らの収集 (目 的外利用 )

業務廃上の時期 部   課   名 業 務 の 名 称

業務の 目的「

・保育園における園児の事故報告の受

、独立行政法人 日本スポーツ振興センタ

ヘの災害補償給付の手続き、園児の登園

可証発行、給食アンケー ト等児童の処

に関する事務

が に よ

の を 立 の

地域福祉部福祉総務課 福祉サー ビス総合支援

保健所保健予防課
党壬産婦 。乳幼児健康診査及び相談支援
保健師等地区活動

子ども生活部

保育 F幼稚園課

l呆 育給付 に係 る支給認定及び保育所

等入所       ―

子ども生活部子育て推進課 [也域子育て相談センター

子ども生活部

子ども家庭支援センター
町田市子育て支援ネ ッ トワィク

子ども生
軍啓も発達支援課 須屎賛巽 冠擢

中空
ア児 。重左心身障

対象 となる個人の範囲

① O歳～就学前の園児

②園児の保護者

学校教育部教育センター 教育相談、スクール ソーシャル ワーク

◆ 他機関等か らの収集 (本 人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

医療機関 医療

本人等への明示の方法

口頭による

独立行政法人

日本 スポー ツ振興セ ンタ 災害給付

記録の保管方法

1、 文書、電子媒体

2、 書庫に保管

保管上の留意点

書庫に施錠

備  考

本人等以外か らの収集 の際の通知 は省

略 とします。

本人等以外収集の根拠

□法令  □緊急  □公知  ■その他
・客観的データを取得す ることによ り、園児の良好な保育を促

進す るため。
・災害給付業務を保育園を経由して行 うため。



都 課 名 子 ども生活部子育て推進課

(第 1号様式 2)
業務の名称 児童処遇

個

人

情

報

記

録

の

項

目

(1) 基本 的項 目 (2) 思想・信条等に関す る項 目

ワ后負番彗
③ 住所
④ 性別

⑤ 生年月日

⑥ 電話番号
7本籍
8国籍
③ 世帯主との続柄
⑩ 親族関係

① 家庭環境等
⑫電子メールア ドレス

13

14

15

☆収集の 目的 1主 義・主張

2支 持政党
3宗 教

4趣 味・嗜好

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の 目的

(3) 社会的地位等に関す る項 目 (4) 成績・資格等に関す る項 目

① 職業・職歴
2地位
3学歴
4各種団体加入
5賞罰

⑥ 加入保険

⑦ 保育・幼稚園名

③ 取得医療証
'

9

10

11

12

13

14

15

☆収集 の 目的 1学 業成績

2勤 務成績
3各 種試験成績

4各 種資格

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の 目的

(5)財 産 。収入に関する項 目 (6) 心身等に関す る項 目

1

2

③
4

⑤
6

7

8

9

⑩
①
12

13

14

15

収入状況

財産状況

納税額等

取引状況

公的扶助の受給

各種貸付金

住居の間取 り 。図面

金融機 関名

口座番号

建物の状況

示談の内容

☆収集の 目的 ①

②
③

④
⑤

③
⑦

③
⑨

⑩
③
⑫
13

14

15

健康状況

病歴

障がいの状況

容姿 (写真 )

保育状況

生育歴

医療機関名

事故 (け が)の 状況

性格

医療給付

薬局名

健診・検査

☆収集の 目的



個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 子ども生活部子育て推進課

業務の名称

児童処遇

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

登録年月 日

利用・提供の期間

通年区 分   □ 目的外利用   ■ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称

保育園・幼稚園

利用・提供の方法
1閲 覧

② 文書による通知、複写
3コ ンピュータ処理等

④ その他 (口 頭・電話)

業務の名称

保育園等管理

利用 ,提供の条件

利用 目的以外の使用を禁止。

管理責任者

施設長

利用・提供の 目的又は理由

感染症等の影響により公立園の在園児が民間立保育園を利用する場合
―
、個々のユーズにあつた適切な子育てサ

ービスを実施するために必要な情報を提供する。

利用・提供の法令等の根拠

な し

利用 :提供に係る個人情報の項目 12 障がいの状況 24

1  氏名 13 保育状況 25

2

3

4

5

6

7

8

9

住所 14 性格 26

′
l生男可 15 27

生年月 日 28

電話番号 17 29

世帯主との続柄 18 30

家庭環境等 19 31

職業・職歴 20 32

保育・幼稚園名 21 33

10 健康状況 22 34

11 病歴 23 35

備 考

目的外利用の際、本人等への通知は省略とします。



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 子ども生活部子育て推進課

業務の名称

市立保育所 (管理・指導)

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

1989,10.1  2000.7.10  2006,9,11

登録年月 日 2007.Hl 12 2011.7.11 2012.5.14
2014.1.20 2016,9.12 2017.2.13変 更

収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法  ■ 本人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 年度終了後 5年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的

保護者の委託を受けて、保育に欠ける乳

児、幼児の保育を行つている市立の保育施設
の適切な管理。

地域福祉部障がい福祉課 特別児童扶養手当

予ども侯暮v幼稚園課 管垂亨落蕃写曇嘗絡読法人
立保育可等

学校教育部指導課 交通安全ポスター コンテス ト

対象となる個人の範囲        ‐

①保育所職員

②保育所会計年度任用職員、保育所非常致

嘱託職員

③保育実習生

④ O歳～ 5歳児の乳幼児

⑤ O歳～ 5歳児の保護者

⑥防犯カメラに写つた者

⑦ポスターコンテス トで最優秀となつた

児童 !生徒

③保育士資格取消対象者

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

l呆育実習生の学校 保育実習

本人等への明示の方法

口頭 ,文書

記録の保管方法

①文書、電子媒体

②キャビネット、書庫

保管上の留意点

キャビネ ッ ト、書庫は正規職員が取 り扱
い、施錠する。保護者氏名、児童氏名及び電

話番号を緊急連絡のため、正規職員が自宅で

も保管する。

備  考

本人等以外からの収集の際の通知は省略

とします。

本人等以外収集の根拠

□法令  □緊急  □公知  ■その他
。大学・専門学校から保育実習の依頼があるため。



(第 1号様式 2)

業務の名称 市立保育所 (管理 ,指導) 部 課 名 子 ども生活部子育て推進課

個

人

情

報
　
　
　
記
　
　
　
録

の

項

目

(1)基本的項 目 (2)思想・信条等に関する項目

ほ
④

⑤
⑥
7

8

⑨
⑩
①
⑫
12

13

14

15

氏名

個人番号

住所
′性男可

生年月 日

電話番号

本籍      .
国籍

世帯主との続柄

親族関係

家庭環境等

電子メールア ドレス

☆収集の目的

⑫について、非常時の

緊急連絡用に保護者か

ら収集

1

2

3

④

5

③

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

意見

作品

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項 目 (4)成績・資格等に関する項目

① 職業・職歴
2地位

③ 学歴
4各種団体加入

⑤ 賞罰

⑥ 保育・幼稚園名 (認定こども

園を含む)

⑦ 学籍
8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的 1

②
3

④
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

学業成績

勤務成績

各種試験成績

各種資格

☆収集の目的

②は保育実習生のみ収

集

(5)財産 。収入に関す る項 目 (6)心身等に関する項目

① 収入状況
2財産状況
3納税額等

④ 取引状況

⑤ 公的扶助の受給
6各種貸付金
7住居の間取り・図面,

8金融機関名
9口座番号

③ 請求額

③ 手当の受給
12

13

14

15

☆収集の目的

③について、職員のみ

Ⅲ又集

③ 健康状況

② 病歴   ＼

③ 障がいの状況

④ 容姿
③ 事故 (け 力)の状況
③ 医療機関名

⑦ 健診・検査
8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

④は、防犯カメラに写ち

た者からの収集を含む



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 子ども生活部子育て推進課

業務の名称

市立保育所 (管理・指導)

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

登録年月 日 2014.1,20

システムの名称

特別保育システム (園児管理機能 )

コンピュータ処理等の 目的

・市立保育園の園児管理を行 うため (登降園管理 )

。市立保育園の保育の様子を在園児保護者へ情報提供するため (専用Webサ ィ ト)

。市立保育園の園児の写真、動画の公開、販売を行 うため (専用Webサ ィ ト)

・非常時に保護者へ緊急連絡・情報提供するため (メ ール配信 )

コンピュータ処理等の条件
・業務上不必要な項目は収集 しない

・ ID、 パスワー ドにより操作者を限定する
。スクリーンセーバーを使用する
。嘱託・会計年度任用職員は管理責任者の許可を受け、データの入力及び検索業務等に関して職員の補助者と
して端末操作を行 う

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目

1 氏名 _

12 24

13 25

２

３

４

５

６

７

８

住所 14 26

性月可 15 27

生年月 日 16 28

電話番号 17 29

家庭環境等 18 30

電子メールア ドレス 19 31

保育園名 20 32

9 健康状況 21 88

10容姿 22 34

11取 引状況 23 35

備  考



(第 12号様式)

個人情報外部委託等登録票
部 課 名 子 ども生活部子育て推進課

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

業務の名称
登録年月 日 2014. 1. 20

市立保育所 (管理・指導)

委託等の条件 ① 秘密の保持

② 第二者への提供の禁上

③ 指示目的以外の使用の禁止

④ 事故発生時の報告

⑤ 再委託の禁止

⑥ 複写及び複製の禁止

⑦ 情報の管理方法の指定

③ 職員による立入り調査

9その他

指

定

管

理

者

委

託

先

又

は

名称及び所在地

(アプリケーションサ
=ビ

ス業者 (ASP))
株式会社フイ・シー・シー 山梨県甲府市飯田3卜2

代 表 者 代表取締役社長

管理責任者 代表取締役社長

委託等の内容

市立保育園の園児管理、保護者用Webサ ィ ト管理、

及び保護者へのメール配信を行 う

委託等の理由

技術、設備等高度な専門性を有するため

委託等の期間

通年

委託等に係る保有個人情報の項目  12 24

1 氏名 13 25

２

３

４

５

６

７

８

９

住所 14 26

性月町 15 27

生年月 日 16 28

電話番号 17 29

家庭環境等 18 30

電子メールア ドレス 19 31

保育園名 20 32

健康状況 21 33

10容 姿 22 34

11取 引状況 23 35

備 考                   .
システム保守業務、データ管理業務 を再委託す る。その際は、再委託先に、市 と委託先で締結す る契約内

容に準 じた個人情報保護条項を徹底 させ、遵守 させ る。



21町い介第 1393号
2022年 i3月 24日

町田市情報公開 。個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町 田 市 長

石  阪  丈

個人情報保護条例の規定に基づく諮問にっいて

個人情報保護条例の規定に基づきて下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ
しくお願いいたします。

記

1 「介護保険被保険者管理」ヽ「介護保険給付管理」業務における個,人情報業務登録票
の変更及びコンピュエタ処理等について

2 「介護保険給付管理」業務におけるコンピユータ処理等、外部委託等について

※変更の理由
マイナポ‐タルぴったリサービスによるオンライン申請を開始するため。

1ま追力日

添付書類
・個人情報業務登録票

`個人情報コンピユータ処理等登録票
お個人情報外部委託等登録票

08306
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票  NO,1 部 課 名 いきいき生活部介護保険課

業務の名称

介護保険被保険者管理

管理責任者 いきいき生活部介護保険課長

1999.7.12

2001,5,14

登録年月 日 2010.2,8
2013.9,9

2020.7.13

1999.9.13  2000,9,11

2006.1.16  2006.3,13

2010.9.13  2013.3.11

2014.10.20  2016.3.14

2020.9,14 202212,14変 更

収 集 の 時 期  回 定期  ■ 随時 収集の方法  ■ 本人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 消滅事由発生後 10年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的

介護保険事業におげる被保険者資格の適正

な管理及び介護保険料の賦課・徴収・還付

対象となる個人の範囲
③ 第 1号被保険者

65歳以上の市民及び 65歳以上で町田
市の被保険者資格を有する他市区町村居
住者   

イ

② 第 2号被保険者の一部
40歳から64歳で、町田市に居住する

介護認定申請者及び町田市の被保険者資
格を有する他市区町村居住者

③ ①②の親族

④ ①の相続人

Э ①②に係る成年後見人 生保佐人・補助人

③ ⑤が法人の場合、その代理人

各課共通 番号連携

奪務部市民税課 市・都民税賦課

財務部納税課 市債権徴収一元化

市民都市民課及び

各市民セ ンタ■
住民基本台帳

地域福祉部福祉総務課 成年後見制度利用支援事業

地域福祉部生活援護課 生活保護

l也 城福祉部障がい福社課 章害福祉サー ビス・障害児通所給付

いきいき生活部保険年金課

国民年金給付 国民健康保険税賦課

国民健康保 F父被保険者資格

国民健康保険葬祭費支給 後期高齢

者医療

いきいき生活部介護保険課 介護保険給付管理

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集)

本人等への明示の方法

③ 口頭による

② 広報誌等への掲載

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

l也市区町村
住民記録、介護保険被保険者管理、

住民税賦課、生活保護

各年金基金 年金給付

記録の保管方法

0文 書、下電子媒体

② キャビネット

東京都福祉保健局

高齢社会対策部介護保険課

養護老人ホーム住所地特例者特別徴収

事務

破産手続執行機関 l皮産手続き

介護保「父施設 入・退所者情報

保管上の留意点 ｀

キャビネットに施錠
直用除外施設 入・退所 (院)者情報

市区町村 (地方公共団体情綿
システム機構経由)

個人番号を含む本人確認情報

備 考

本人等以外か らの収集の際の通知は省略 と

します。

本人等以外収集の根拠

■法令  □緊急  □公知  ■その他
・介護保険法第 13・ 129・ 131・ 134条
・介護保険法施行令第 39条
・被保険者資格の適用除外となることを確認するため
・番号法第14条第2項 に基づき住民基本台帳ネットワークで個人番号
を含む本人確認情報を確認するため



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票  NO,2 部 課 名 いきいき生活部介護保険課

業務の名称

介護保険被保険者管理

管理責任者 いきいき生活部介護保険課長

登録年月 日

収 集 の 時 期  □ 定期  ■ 随時 収集の方法  日 本人等  ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 消滅事由発生後 10年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃止の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的
l呆健所保健予防課 惑染症対策

会計課 出納・審査

対象となる個人の範囲

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

本人等への明示の方法
機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

内閣府 電子申請 (ぴつたリサエビネ)

記録の保管方法

保管上の留意点

備 考 本人等以外収集の根拠

□法令  □緊急 □公知  □その他



(第 1号様式 2)

業務の名称 介護保険被保険者管理 部 R果 名  いきいき生活部介護保険課

個
　
　
　

人
　
　
　
情

報

記

　

　

　

録

の

項

目

(1)基本的項 目 (2)思 想・信条等に関する項目

氏名    ② 代理人

個人番号

住所

性男町

生年月日

電話番号

本籍

国籍

世帯主との続柄

親族関係

家庭環境等

住民異動年月日

異動事由

在留資格

収監

成年後見

相続人

暗証番号

死亡

住民記録システム注意情

電子メールア ドレス

☆収集の目的

②は個人番号収集の際
の本人確認に使用する

情報を含む志

⑬は、窓口で利用者自

身が契約している金融

機関に本人確認を行 う
ため収集。但し、蓄積は
しない。

①はDV被 害者等支援

措置を含む。

⑤ 苦情
6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項目 (4)成績・資格等に関する項目

職業・職歴

地位

学歴

各種団体加入

賞罰

加入健康保瞼

利用施設名

加入介護保険

自立支援給付

取得医療証

①

2

3

4
5

③
⑦
③

9
③
11

12

13

14

☆収集の目的

⑥は、 2号被保 F父者の

被保険者証交付申請の

ため、及び成年後見の

送付先登録の該当課確

認のため収集。

⑨は、被保険者資格の

適用除外 要件である

ことを確認す るため、

及び成年後見の送付先

登録の該当課確認のた

め収集。

③は、成年後見の送付

先登録の該当課確認の

ため収集。

1

2

3

④

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

学業成績

勤務成績

各種試験成績

各種資格

t  ☆収集の目的

④は、成年後見の送付先
登録時の資格確認のた

め収集も

(5)財産 。収入に関する項 目 (6)心身等に関する項 目

③ 収入状況

② 財産状況

③ 納税額等
④ 取引状況

③ 公的扶助の受給
6各種貸付金

⑦ 住居の間取り。図面
③ 金融機関名
9口座番号

③ 年金の受給
③ 手当の受給
② 支給金額 (助成の事実)

☆収集の目的

③は、成年後見の送付

先登録の該当課確認及
び番号連携 のため収

集。

②は、成年後見の送付

先登録の該当課確認の

ため収集。

③ 健康状況
2病歴

③ 障がいの状況

④ 容姿 (写真)

⑤ 医療機関名
③ 病名

⑦ 死亡の原因
8

9

10

11

12

☆収集の目的

③⑥⑦は、介護保険料浦
免申請の要件確認のた

め収集。

③は、成年後見の送付先
登録の該当課確認及び

番号連携のため収集。

④は、成年後見の送付先
登録時の資格確認のた

め収集。

9は、被保険者資格の適

用除外対象であること

を確認するため収集。



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 いきいき生活部介護保険課

業務の名称

介護保険被保険者管理 管理責任者 いきいき生活部介護保険課長

登録 年月 日

システムの名称

マイナポータルぴった リサー ビス (電子 申請 )

コンピュ下夕処理等の目的
マイナポータルぴったリサービスを利用 し、電子申請を可能とすることで申請者の利便を図るとともに、受何
事務の効率イLを図る。

コンピュータ処理等の条件

業務上必要のない項目は収集 しない。
ID・ パスワー ドにより操作者を限定する。
スクリーンセーバーを使用する。

町田市とマイナポータルぴった リサービス間の情報交換は、行政専用回線 (LG―WAN)を 使用する。

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目

1 氏名

12加 入健康保険 24

13利 用施設名 25

2 個人番号 14加 入介護保険 26

３

４

５

６

７

８

９

住所 15 27

性月町 16 28

生年月日 17 29

電話番号 18 30

世帯主との続柄 19 31

親族関係 20 32

成年後見 21 38

10電 子メールア ドレス 22 34

11代 理人 23 35

備 考<取扱う電子申請>
「被保険者証の再交付申請」



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票  No.1 部 課 名   いきいき生活部介護保険課

介護保険給付管理

業務の名称 管理責任者   いきいき生活部介護保険課長

登録年月 日

1999. 7.12 1999. 9.13 2000.1.17

2000.3.13  2000,6.12  2000. 9,11

2001.1.15  2001.3.12  2004,12.13

2006.1,16  2009.11.9  2010,3.8

2010.9.13  2011,2.14  2014.10.20
2015.3.9  2015.6.8  2016.1.18  2016.3.14

2016.5.9 2017,3.13 2021.3.8変 更

収 集 の 時 期  □ 定期  ■ 随時 収集の方法  ■ 本人等  ■ 本人等以外 ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 消滅事由発生後 10年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の 目的

介護保険事業における要介護認定及び給付管理
各課共通 番号連携

財務部市民税課 市・都民税賦課

財務部納税課
国民健康保険税徴収  (滞納)

対象となる個人の範囲

1.要介護認定申請者

2.要介護認定調査員
3.要介護認定申請者のかかりつけ医
4.介護認定審査会委員
5.生活保護受給者 (介護扶助希望者)

6.介護苦情解決専門員
7.苦情申立人

8.介護保険利用者負担減免認定申請者 `

9.住宅の所有者 (住宅改修費対象住宅)

10、 自立支援給付封象の障がい児・者

11,介護保険事業所就業者
12 情報開示請求者

13.12が法人の場合、その代理人

14.国民健康保険被保険者
15。 後期高齢者医療制度被保険者

16.交通事故等の加害者及び損害保険加入者
17.1、 5、 7、 8、 9、 10、 12、 14、 15、 16に係る成

年後見人・保佐人・補助人
18.17が法人の場合、その代理人

19,1、 8、 10の親族

20.介護予防・生活支援サ
=ビ

ス事業姑象者
21.住宅改修ア ドバイザー

22.福祉用具ア ドバイザー

市民部市民課 戸籍

市民都市民課及び各市民センター 住民基本台帳

地域福祉部福祉総務課 成年後見制度利用支援事業

地域福祉部生活援護課 生活保護

地域福祉部障がい福祉課
身体障がい児・者記録管理、障害福祉サ

ービス・障害児通所給付

いきいき生活部いきいき総務

1果
特別養護老人ホーム管理

いきいき生活部高齢者福祉課 暑撒翼鶏許義暑認
特例入所

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集)

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

要介護認定申請者のかかりつ
′

け医
介護保険主治医意見書

各医療保険者
医療保険被保険者資格・医療保険料徴収・

高額介護合算情報

指定居宅介護支援事業者
利用者管理・苦情処理・介護認定審査会委員

推薦
本人等への明示の方法

①口頭による

②広報紙等への掲載
指定居宅サービス提供事業者 利用者管理・苦情処理

記録の保管方法

①文書、電子媒体
②キャビネット

介護保険施設
利用者管理・入所申込者情報・苦情処理・

介護認定審査会委員推薦

他市区町村
住民税賦課・生活保護・要介護認定調査・

住民基本台帳・戸籍

保管上の留意点
キャビネットに施錠 高齢者支援センター 利用者管理・介護認定審査会委員推薦

備 考      ―    ,
本人等以外からの収集の際の通知は省略とします。

なお、本人等の預貯金を金融機関へ確認する場合

と、他市区町村から住民税賦課情報を収集する場各

は、同意を求めます。

本人等以外収集の根拠

■法令  □緊急  回公知  田その他

介護保険法第 23条、第 27条 3項、第 32条第 2項、第 68条第 5項、

第 203条、国民健康保険法施行規則第 27条の 26第 5項、

高齢者の医療の確保に関する法律施行規則第 71条の 9第 4項
介護認定審査委員を推薦 していただくため



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票  No.2 部 課 名  いきいき生活部介護保険課

業務の名称

介護保険給付管理
管理責任者  いきいき生活部介護保険課長

登録年月 日

収 集 の 時 期  固 定期  回 随時 収集の方法  □ 本人等  □ 本人等以外  □ 目的外利用

記録廃棄の時期 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的
vヽ きいき生活部介護保険課

介護保険被保険者管理、町田市介護相談員等

派遣事業、介護予防・生活支援サービス事業対

象者管理

いきいき生活部保「父年金課

国民健康保険被保険者資格

国民年金給付、国民健康保険求償

国民健康保険医療給付、後期高齢者医療

対象となる個人の範囲

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

金融機関 預貯金

本人等への明示の方法
町田市医師会 介護認定審査会委員推薦

町田市歯科医師会 介護認定審査会委員推薦

町田市薬剤師会 介護認定審査会委員推薦

記録の保管方法 市区町村 (地方公共団体情報

システム機構経由)

lttl人 番号を含む本人確認情報

東京都
会計検査院特別調書作成 (第二者行為に

紺する求償権の行使に関する情報)

ノ可閣府 電子申請 (ぴつたリサィビス)

保管上の留意点

備 考 本人等以外収集の根拠

□法令  □緊急  □公知  回その他

番号法第14条第2項 に基づき住民基本台帳ネッ トワークで個人番号
を含む本人確認情報を確認するためと         ―

東京都後期高齢者医療広域連合が保有する第二者行為に対する求

償権の行使に関する情報を、東京都を経由して取得するため。



(第 1号様式 2)

業務の名称 介護保険給付管理 部 課 名 いきいき生活部介護保険n果

個

人

情

巳
Ｘ

＋
干

記

録

の

項

目

(1) 基本的項 目 (2) 思想 。信条等に関する項目

① 氏名
② 個人番号
③ 住所
④ 性別
⑤ 生年月日
⑥ 電話番号
⑦ 本籍
③ 国籍
③ 世帯主との続柄
⑩ 親族関係
③ 家庭環境等
⑫ 住民異動年月日
③ 異動事由
⑭ 在留資格
③ 筆頭者
④ 代理人

⑦ 電子メールア ドレス

④ 利用者 ID
③ 暗証番号
④ 成年後兄
⑪ 住民記録システム

注意情報
⑫ 死亡

‐ ☆収集の目的

②は個人番号収集の際の

本人確認に使用する情報
を含む。

③、⑩は電子申請者のみ

1主義・主張
2支持政党
3宗教

④ 嗜好
⑤ 苦情
③ 問い合わせ
7

8

9

10

11

12 ′

13

14

15

☆収集の目的

④は喫煙やアルコマル

依存症についてのみ収

集

Э⑥ は電子 申請におい

て問い合 わせ内容 を記

録するため

(3) 社会的地位等に関する項 目 (4) 成績・資格等に関する項目

① 職業・職歴
2地位
3

4
5

③
⑦
③
⑨
③
11

12

13

14

15

学歴

各種団体加入

賞罰
加入健康保険

利用施設名
加入介護保険

取得医療証
自立支援給付

☆収集の目的

③は審査会委員、介護苦情

解、決専門員及び苦情申立

人の職業 を確認す るた

め、介護保険事業所就業

者の勤務形態を確認する

ため、交通事故等の加害

者及び損害保険加入者の

織業を確認するため

学業成績1

2

3

④
⑤
6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

勤

各

各

所

務成績

種試験成績

種資

見

格

☆収集の目的

④は審査会委員・住宅こ女

修ア ドバイザー・福祉用

具ア ド)ミ イザー及び介

護保険事業所就業者の

資格を確認するため・成

年後見の送付先登録時
の資格確認のため・要介

護認定調査員研修事務
の参加資格確認のため

収集

(5) 財産・収入に関する項 目 (6)心身等に関する項目

① 収入状況
② 財産状況
③ 納税額等
④ 取引状況
⑤ 公的扶助の受給
⑥ 各種貸付金
⑦ 住居の間取り。図面
③ 金融機関名  、
⑨ 口座番号
⑩ 年金の受給
③ 自己負担額
⑫ 支給金額
④ 手当の受給
⑭ 建物の状況
⑮ 事故 (損害)の状況

④ 力日入保険

⑦ 自動車名

☆収集の目的

②については罹災状況及
び住宅改修費対象住宅の

所有状況・住宅改修費用
調査・負担限度額認定申
請時の調査のため

③は(成年後見の送付先
登録の該当課確認のため

収集

0健康状況
② 病歴
Э 障がいの状況
④ 容姿 (身長・体重・写真)

Э 病名
Э 医療機関名
Э 要介護認定審査
③ 日常生活動作
9事故 (怪我)の状況
③ 医療給付
Э 介助の状況
② 福祉機器の利用状況
③ 行動・Jl生格
14

15

☆収集の目的

④のうち写真は、身分を

公的身分証で確認す る

ために収集 (成年後見の

送付先登録時の資格確

認も含む)



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 ヤ`きいき生活部介護保 [父課

管理責任者 ヤ`きいき生活部介護保険課長
業務の名称

介護保 F父給付管理

登録年月 日

システムの名称
マイナポータルぴった リサー ビス (オ ンライン申請 )

コンピュータ処理等の目的
マイナポータルぴったリサービ不を利用し、電子申請を可能 とすることで申請者の利便を図るとともに、受伺
事務の効率化を図る。  、

ヨンピュータ処理等の条件

業務上必要のない項目は収集 しない。
ID・ パスワー ドにより操作者を限定する。
スクリーンセーバ‐を使用する。

町田市とマイナポータルぴつた リサエビス間の情報交換は、行政専用回線 (LG―WAN)を 使用する。

コンピュータ 等をする

個人情報の項目

1 氏名

14在 留資格

15筆 頭者

16代 理人

17電 子メールア ドレス

28公 的扶助の受給

29各 種貸付金

30住 居の間取 り。図面

31金 融機関名

32口 座番号

33年金の受絡

34自 己負担額

35支 給金額

36建 物の状況

37事 故 (損害)の状況

38加 入保険

39

40

41

2 個人番号

3 住所

４

５

６

７

８

９

性男町

生年月日

電話番号

本籍

18成 年後見

19死 亡

20｀加入健康保険

国籍

世帯主との続柄

21利 用施設名

22加 入介護保険

23取 得医療証

24収 入状況10｀親族関係

11家庭環境等 25財 産状況

12住 民異動年月日 26納 税額等

13異 動事由 27取 引状況

備 考 <取扱 う電子申請 >
「要介護・要支援認定申請 (新規・更新・区分変更)」 、 「住所移転後の要介護・要支援認定申請」、
「負担割合証の再交付申請」、:「居宅介護 (予防)サービス計画作成 (変更)依頼の届出」、
「高額介護 (予防)サービス費の支給申請」、「介護保険負担限度額認定申請」、
「居宅介護 (介護予防)福祉用具購入費の支給申請」、
「居宅介護 (介護予防)住宅改修費の支給申請 (住宅改修前・住宅改修後)」



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 ヤ`きいき生活部介護保険課

業務の名称

介護保険給付管理

管理責任者 ヤ`きいき生活部介護保険課長

登録年月 日

システムの名称

東京電子自治体共同運営電子申請システム

コンピュータ処理等の目的

東京電子自治体共同運営電子申請システムを利用して要介護認定訪問調査票の依頼・受付事務を行 うことにより、
調査実施者の利便性向上や事務の効率化・正確化を図る。

コンピュータ処理等の条件
ID・ パスワー ドにより操作を限定する!

業務上球要のない項目は収集 しない。    I
スクリーンセーバーを使用する。

町田市と共同運営センター間は、データを暗号化 (SSL対応)し、専用回線 (LG WAN)を 用いて通信する。
委託会社に記録・保管されるパスワー ドなどの重要情報は、暗号化を施す。

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目

1  氏名

12 病名 24

13 障がいの状況 25

2  個人番号 14 容姿 (身長・体重・写真) 26′

３

４

５

６

７

８

９

住所 15 病歴 27

性丹呼 16 医療機関名 28

生年月 日 17 要介護認定審査 29

電話番号 18 日常生活動作 30

親族関係 19 医療給付 31

利用施設名 20 介助の状況 32

加入介護保険 21 福祉機器の利用状況 38

10 所見 22 34

11 健康状況 23 35

備  考



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 いきいき生活部介護保険課

業務の名称

介護保【父給付管理

管理責任者 V｀ きいき生活部分護保険課長

登録年月 日

システムの名称

電子メール

ヨンピュータ処理等の目的

東京電子自治体共同運営電子申請システムを利用 して要介護認定訪間調査票の依頼・受付事務を行 うことにより、
調査実施者の利便性向上や事務の効率化・正確化を図る。

コンピュータ処理等の条件

`ID・ パスワー ドにより操作を限定する。
・送信するファイルにパスワー ド設定をして送信する。
・スクリーンャーバーを使用する。

コンピュータ処理等をする

個人情報の項 目

1  氏名

12 病名 24

13 障がいの状況 25

２

３

４

５

６

７

８

個人番号 14 容姿 (身長 ,体重 。写真) 26

住所 15 病歴 27

性丹J 16 医療機関名 28

生年月 日 17 要介護認定審査 29

電話番号 18 日常生活動作 30

親族関係 19 医療給付 31

利用施設名 20 介助の状況 32

9  加入介護保険 21 福祉機器の利用状況 38

10 所見 22 34

11 健康状況 23 35

備  考



(第 12号様式)

個人情報外部委託等登録票
部 課 名 都市づくり部都市政策課

管理責任者 都市づくり部都市政策課長

業務の名称
登録年月 日

介護保険給付管理 委託等の条件 ① 秘密の保持

② 第二者への提供の禁止

③ 指示目的以外の使用の禁止

④ 事故発生時の報告

⑤ 再委託の禁止

⑥ 複写及び複製の禁止

⑦ 情報の管理方法の指定

③ 職員による立入り調査

9その他

指

定

管

理

者

委

託

先

又

は

名称及び所在地

電子申請サービス提供受託業者

代 表 者  代表取締役

管理責任者  代表取締役

委託等の内容
~

東京電子自治体共同運営サービス提供委託契約に基づき、要
の依頼・受付事務を行 う

の理由
。東京電子自治体共同運営協議会に参加 し、効率的かつ正確な事務を

するため

・高度の専門性を要するため専門知識と経験を必要とするため。
f

委託等の期間

通年

委託等に係る保有個人情報の項目  12  病名 24

1  氏名 13  障がいの状況 25

２

３

４

５

６

７

８

９

個人番号 14 容姿 (身長・体重・写真) 26

住所 15 病歴 27

性丹可 16  医療機関名 28

生年月 日 17 要介護認定審査 29

電話番号 18  日常生活動作 30

親族関係 19  医療給付 31

利用施設名 20 介助の状況 32

加入介護保険 21  福ネ止本な毛器の利用状況 33

10 所見 22 34

1′ 1 健康状況 23 35

備  考



2022年 2月 1日

認定調査票の電送化について

1 東京共同電子申請 日届出サービス

電子申請サービスとは、東京都及び都内各区市町村における様々な行政手続き等 (例 :居

宅サービス計画作成依頼届、公文書公開請求、職員採用試験申込、アンケー ト回答…)を、

インターネットを通じて行うことができるサービスですb

2 調査票の電送化

電子申請サニビスを利用して調査票の提出を電送化するも

【メリット】

・調査依頼から提出までにかかるタイムラグが削減できる。
日直接窓口での提出の必要がない。
日調査票の印刷ミスや郵送事故の心配がない。
日提出された調査票の内容確認等を電子的に行える。
日郵送料や用紙の費用が削減できる。

3 調査票の電送化のイメージ

と :

③調査依頼
対象者情報送付 ― ー

東京共同電子申請・届出サービス
自宅や職場などの身近な場所局 インターネットを通して行政手続鷹 きるサービスです。

自宅などから受付時間を気にせずしヽ_lでも手察きみ(できて便利です

』L申講。手続情報 1'はじめて利用する方

⑤受付④確認・補正指示等 ⑧通知書送付

町
田
市

③晉調査票提出 ⑦確認
②訪間調査
調査蕪作成

事
業
所

補正

一

電子申請サービス上



個人情報保護法の改正に伴 う個人情報及び情報公開の制度の変更について

個人情報のイ呆護に関する法律め改正により、2923年春から、町田市においても本法律に

従い個人情報の運用を行つていくこととなわた。ま■、11月 に(個人情報イ呆護委員会事務

局により、法の具体的運用を示す「個人情報 (″)保護に関する法律についてのガイ ドライン (行

政機関等編)」 の案が公表された。

今後、この法及びガイ ドラインに沿って事務を行うにあたり、次の事項を整理する必要が

あり
「
、そのことについて貴審議会に意見を伺いたい。              .

1 個人情報保護法の中で、市が条例で定める又は定めることができるとされている事填に

つき、町田市の条例の在り方 (資料 1)

2 個人情報保護法に定める保有個人情報の開示と、町田市情報公開条例に定ある公文書公

開の整合性の確保のための情報公開条例の改正につぃて (資料2)

3 個人情報の取得、利用等の内部管理の方法について (資料 3)

4 法改正後の個人情報 。情報公開保護運営審議会の在り方にういて (資料4)

ユ

S0009
スタンプ



資料 I

個人情報保護法に係る.条例の制定改廃について

1 個人情報保護条例の廃止

地方自治体は個人情報の保護の取扱いについて、直接法の適用を受けることとなり、条

例は廃止する。

2 個人情報保護法施行条イアllの制定

法では、地方自治体で定める条例について次のとおり定めている。

(1)条例で定める必要がある事項

①開示請求の手数料 (法第 89条 )

②行政機関匿名加工情報の利用の手数料 (法第 119条 )

(2)!必要に応じて条例で定めることが考えられる事項

③条例要配慮情報 (法第 60条 )

④個人情報取扱事務登録簿の作成中公表 (法第 75条 )

⑤法における個人情報の不開示情報と、情報公開条例の不開示情報の整合性の確保

(法第 78条 )

⑥審議会今の諮問に関する規定 (法 129条 )

⑦本人開示請求等の手続き (法第 108条 )

これに射し、町田市では次のとおりとすると

①開示手数料

法は、第 89条において保有個人情報の開示請求をする者は、条例で定める手数料を

納めることを定め、地方自治体に対しては、条例で手数料を定めることを求めていると

市では、現在開示手数料は無料とし、実費として開示する文書の枚数や媒体に応じて費

用を徴収している。今後は、これらの実費にっいて手数料として徴収することとし、そ

の旨を条例で定めると        「

なお国は(手数料にういて「実費の範囲内において」定めることとしており、国は定

量制 (文書の量に関わらず一件の申請に対し二律 300円 (オ ンラインは 200円 ))を採

用しているが、自治体の判断で従量制 (文書の枚数単価を設定し、文書量に応じた金額

を決定)を可能としている。市に申請される開示は(申請内容により文書量が異なるこ

とが多く、その間の公平性を担保するために、従量制を採用し、現行の実費相当額とす

る。

行政文書等の種類 手数料の額

文書、図画
写し (単色刷 り)の交付下枚にっき 十円

写し (多色刷り)の交付一枚にうき 二十円

電磁的記録

磁気テープ 複写した光ディスクの交付‐枚につき 百円

磁気ディスク、光ディス

クその他これらに類する

印刷物 として出力 したもの (単色刷 り)の交付一枚

につき  十円

2



資料 1

印刷物 として出力 したもの (多色昂Jり )の交付一枚

にうき  二十円

複写した光ディスクの交付一枚につき 百円

②行政機関匿名加工情報の利用り手数料             `
改正法により、行政機関匿名加工情報について、事業の用に供 しようとするものに提

供するための提案募集の仕組みが設けられた (法第 111条 )。 また、これにより当該情報

の利用に関する契約を行政機関と締結する者は、手数料を納めることとし、地方 自治体

に対 しては、条例で手数料を定めることを求めている。 (法第 ■5条第 3項 )

この規定により、行政機関の長等は、定期的に提案の募集を行わなければならないが、

者【道府県及び政令指定都市以外の地方自治体は、当分の間その実施は任意としている(法

附則第 7条 )。                                  イ

市では、法の定める当面の間はヽ提案の募集は行わないこととし、その間、利用の手

数料は規定しない。

③条例要印慮情報

法では、第 2条で要配慮情報を「本人の人種(信条t社会的身分、病歴、犯罪の履歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じ

ないようにその取扱いに特に配慮を要するもの」としており、自治体の実情により条例

でその他の情報を要配慮情報として定めることができるようにしている。

町田市においては、法律の規定以上に定める事項はなく、市独自で定めることはしない。

④個人情報取扱登録簿の作成 ,公表         ′

法では、1000人以上の個人情報フアイアレなど、政令で定めるファイルを作成する際
!に

、そのファイル簿の作成及び公表を義務付けてヤヽるとまた、自治体が条例で定めると

ころにより、それに追加して個人情報の保有状況に関する事項を記載した帳簿を作成し、

公表することも可能としている。

町田市では、個人情報を収集、利用するための確認項目を盛り込んだ様式を作成し、

個人情報を取り扱 う際は、その様式を用いて意思決定することとする。これは、適切な

管理を行 うための行政内部の仕組みとし、条例で定める帳簿としない。

⑤個人情報の不開示情報と、情報公開条例の不開示情報の整合性の確保

法では、第 78条第 1項第 1号から7号まで、保有個人情報の開示請求に対する不開

示情報を定めており、同条第 2項で、自治体が定める情報公開条例の非開示情報との整

合性を図るため、法が定める不開示情報とは別に、不開示情報又は開示情報を条例で定

めることができるとしている。

現行の情報公開条例の不開示情報を、法の不開示情報と比べると、各号の表現がかな

り異なっており、それぞれの差異を明確にして整合性を図ることが困難な状況である。

3
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資料 1

また、このまま情報公開条例と法を別の不開示基準 とすると、同じ公文書であっても、

個人情報の開示と情報公開条例の開示では、開示する箇所や規定のあてはめが異なるこ

ととなり、運用が非常に複雑になる。                   ィ

このような状況から、町田市では情報公開条例の不開示情報を法に合わせる形で改正

する。これによりゃ清報公開について公開する情報の範囲は大きく変わらないと思われ、

個人情報保護法施行条例に不開示又は開示情報を追力日して規定はしない。

⑥審議会の諮問に関する規定

法 129条では、「地方公共団体の機関は、条例に定めるところにより、第二章第二節

の施策を講ずる場合その他の場合において、個人情報の適正な取 り扱いを確保するため

に専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、審議会のそ

の他の合議制の機関に諮問することができる。」とし、個人情報保護委員会事務局の説

明資料では、「個別の案件について個人情報の取得、 目的外利用、外部提供等の取扱

を、審議会等に諮ることは今後容認されない。」としている。

市では、1989年に「情報公開・個人情報保護運営審議会」を設置し、以降、個人情

報の取得、利用等について個別に諮問し、その承認を得て運用をしてきてお り、それが

当審議会の主な役割になつている。今後はこの運用は容認 されず、市が諮問する事項が

減少することから、当審議会の在 り方を見直し、個人情報保護法施行条例に必要な事項

を規定する。

審議会の在 り方については、別紙資料 4の とお り。

⑦本人開示請求等の手続き

法第 108条では、地方自治体は、保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の手続き並

びに審査請求の手続きに関する事項について、この節の規定に反しない限り、1条例で必

要な規定を定めることを妨げないとしている。また、条例で定めることができる例とし

て、請求の処理期限を法律の規定より短い期間とする規定を挙げている。

現行の市の条例では、保有個人情報の開示の決定期限を請求の日から14日 以内とし、

訂正、利用等の中止は 21日 以内としているところ、法では30日 以内とされている。市

では、情報公開条例に基づく公文書公開の手続きにおける開示の決定期限も 14日 にし

ており、特段30日 に延ばす理由はないことから、現行のままの期限とし、その旨を条例

に定める。        .

4
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まとめ

条例に規定する事項 種 別 条例の規定の考え方

l①開示請求の手数料(法第39

条)
必置 規定する

手数料として、開示の写しの交付に係る実費を徴収することを規
定

②行政機関匿名加工情報の利
用の手数料(法第119条 )

必置
(ただし

経過措
置あり)

規定
しない

行政機関匿名加工情報の利用に関し事業者からの提案募集を行
う仕組みが設けられ、当該情報の利用に関する契約を行政機関
と締結する者は、手数料を納めることとなる。
しかし、提案募集の取り組みは都道府県及び政令指定都市以

外の地方自治体は、当分の間その実施は任意としている(法附則
第7条 )。 そのため、その間は、提案の募集は行わないこととし、利

用の手数料は当面規定しない。

③条例要配慮情報(法第60条 ) 任 意
規定
しない

法第2条で要配慮情報を「本人の人種、信条、社会的身分、病

曜、犯罪の履歴、犯罪により害を被うた事実その他本人に対する
不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱い
に特に配慮を要するもの」としており、条例でその他の情報を要配
慮情報として定めることができるようにしている。
市では、法律の規定以上に定める事項はないと思われ、条例で

定めることはしない。

④個人情幸R取扱事務登録簿の
作成・公表(法第75条 )

任 意
規定
しない

法では、1000人以上の個人情報ファイルなど、政令で定めるファ
イルを作成する際に、そのファイル簿の作成及び公表を義務付け
ている。また、自治体が条例で定めるところにより、それに追加し
て個人情報の保有状況に関する事項を記載した帳簿を作成し、公
表することも可能としている。

今後、個人情報を取り扱う際は、一定の様式を用いて決定ずる
が、内部の事務手続きに使用するものであり、条例で定める必要
はない。

⑤法における個人情報の不開
示情報と、情報公開条例の不
開示情報の整合性の確保 (法

第78条 )

任 意
規定
しない

情報公開条例の規定を法に合わせて改正する。

⑥審議会への諮問に関する規
定(法129条 )

任意 規定する 現在の審議会の役割、構成等を見直し、条例に規定する。

②本人開示請求等の手続き
(法第108条 )

任意 規定する

法では、本人による個人情報開示、訂正、利用停止の請求に対
する決定期限を請求の日から30日 以内としているが、現行条例は
開示は14日以内、訂正「和l用停止は21日 以内である。法改正後
も決定穀限は変更せず、その旨条例に定める。

5
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個人情報保護法に基づく保有個人情報の開示 と情報公開条例に基づく公文書の開示

の整合性の確保のための情報公開条例の改正について

1 基本的な考え方      !
o市では現在、個人情報保護条イアllに より本人に対する保有個人情報の開示に係る規定を、情報公

開条例により公文書の開示に係る規定を定めている。      
｀

●保有個人情報の開示と公文書の開示は、請求できる人の要件が異なるものの、開示の紺象とな

るのはどちらも公i文書であることから、本人に対する保有個人情報のFブ,日 示と、誰に対しても等 し

く行 う公文書の開示の特性による違いを除き、不開示となる条項、手続きの方法などは一体性を

もつて運用している。  | イ1                   ‐      _
o個十人情報琴輩法が改正され、法の施行後は、町田市においても保有個人情報の開示は法に基づ

き行 うこととなる。

0これにより、現行の情報公開条例に定める公文書の開示と、保有個人情報の開示の規定が大き

く異なることとなり、このままでは両者の一体性がなく、:運用が非常に複雑となり、開示を請求

する側にとつてもわかりにくいものとなる6

●保有個人情報と公文書の開示は、できる限リー体性をもつて運用することが望ましいと思われ

る。そのため必要な事項を、個人情報保護法の規定に合わせた形で改正し、運用をしていく。

【開示における現行条例と個人情報保護法の大兄定の主な違い】

現行の規定
改正個人情報保護法
(保有個人情報の開示)

情報公開条例

(公文書σ>′ム`開)

個人情報保護条柳l

(保有個人情報の開示 )

開示の請求力ヽ
できる者   を

何人も請求ができる(第 4条 )
本人及び法定代理人
(蛍 20条堂21百 う

本人、法定代理人、 
｀

本人の委任による代理人(第 76条 )

不開示条項

(第 5条 )

①個人に関する情報
②法人の事業活動情蕪 :

③意思決定が未了の情報
④行政運営に関する情報
⑤法令秘情報  I
⑥人の生命、身体、財産等の保護
に関する情報        

｀

(第 21条 )´
①個人(第二者)に関する情報

‐

②法人の事業活動情報
③意思決定が未了の情報
④行政運営に関する情報  _
⑤法令秘情報 i
⑥本人の評価正診断、判定等に関
する情報 十 ｀

の法定代理人との利益相反情報

(第 78条)      .
①開示請求者の生命t財産等を害する恐れがある
情報
②個人(第 3者 )1こ関する情報

8箇ハ峯重靱 れか去る情報(国の泳)

⑤犯罪の予防t錬圧(国及び都道府県のみ)

⑥審議、検討又は協議に関する情報 ―

〇行政運営に関する情報       ―

決定期限
請求のあつた日からヽ 4日 以内
(第 7条 1項 )

請求のあつた日から14日 以内
(第21条第1項 )

請求があうた日から30日 以内(第 88条第1項 )

決定の延期の

限度期間

請求のあうた日から60日

(第7条第3項 )

請求のあつた日から60日

(第27条第3項 )

決定期限から30日 以内に限り延長可
(第 83条第21買)    .

期限の特例

情報が大量であるため、期限までに開示決定が困
難な場合、一部分の開示決定をし、残りの部分は
相当の期間内に開示決定をすれば足りる(第 84

条)

手数料
無料 (第 9条 )(た だし写しの交付
等の実費は徴収)

無料 (第 29条)(ただし写しの交付

等の実費は徴収 )

案葺の範囲内I手おいて条例で手数料の額を定める
(第89条第2項 )

第二者に対す
る意見提出の
機会の付与

開示する情報に、本人や行政機関以外の第二者
の情報が含まれる場合は、開示決定をするにあた
り、当該第三者に意見を提出する機会を与えること
ができる。(第3o条)           !

6



資料 2

2 情報公開条例の具体的な改正内容

(1)不開示情報の規定

本人に対する保有個人情報の開示と、誰に対しても行 うことができる公文書の開示の特性をふ

まえつつ、公文書として共通して不開示にすべき事項については、個人情報保護法の規定に合わ

せる形で改正する。  |
詳細は別紙のとおり。       :                  「

(2)手数料                     ゞ

保有個人情報の開示に係る費用が手数料化することにより、公文書の開示に係る費用も手数料

として徴収する。金額は、現在の実費として徴収している金額と同等とする。

(オ3)開示決定の期限、決定の延期の限度期間について      
―

|

本条例に定める公文書の開示決定期限は、請求の日から14日 以内であり、現行のままとする。

なお、法に定める保有個人情報のF牙弓示の決定期限は請求の日から30日 以内であるが、これは、市
の条例により14日 に短縮する。

また決定の延期は、現行条例では請求の日からoO日 以内を限度|しているが、法に合わせて
決定期限から30日 メ内とする。(最長 44日 以内)              |

(4)期限の特例、第二者に対する意見提出の機会の付与

現行の情報公開条例にない規定であるが、保有個人情報の開示の手続きと合わせてて新たに規

定する。      |

7

公文書の種類 手数料の額

文書、図画
写し (単色昂1り )の交付二枚につき 十円 |

写し (多色用Jり )の交付一枚にっき 二十円

電磁的記録

磁気テエプ 複写した光デイスクの交付一枚にうき 百円

磁気ディスク、光ディス

クその他これ らに類する

もの

印刷物として出
:力

したもの (単色刷 り)の交付一枚

につき  十円

印刷物として出力 したもの (多色用Uり )の交付一枚

|につき  二十円
―

複写した光デイスクの交付一枚にうき 百円



不開示情報 資料2付属資料

個人情報保護法の規定 (第 78条 ) 現 行 の情報 公 開条例 (第 5条 ) 情報 公 開条例 (第5条 )改正案 備 考

本人との利益相
反情報

一 開示請求者の生命、健康、生活又は財産を害するおそれ
がある情報

法の規定は本人開示特有のも
の |

個人に関する
情報

二 開示請求者以掛の1回 人に関する情報(事業を営む個人の
当該事業に関する情報を除く。)であつて、当該情報に含まれる
氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定
の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することに
より、開示請求者以外の特定の個人を識別することができるこ
ととなるものを含む。)若しくは個人識別符号が含まれるもの又
lま開示請

―
求者以外の特定の個人を識別することはできないが、

景薯轟簗路爾陣 鎮攀鋲霧:互ξ
でき、又は知ることが予定されている情報      _

口 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示する
ことが必要であると認められる情報      ‐

ハ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和二十二年法律第
百二十号)第二条第一項に規たする国家公務員(独立行政法人
通則法第二条第四項に規定する行政執行法人の職員を除
く。)、 独立行政法人等の職員、地方公務員法(昭和三十五年法
律第二百六十T号)第二条に規定する地方公務員及び地方独
立行政法人の職員をいうと)である場合においてt当該情報が
その職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当
該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分

.

(1)個人に関する情報 (事業を営む個人の当該
事業に関する情報を除く。)であつて、特定の個人
が識別され、又は識別され得るもの。ただし、次に

掲げる情報を除く。    _      _

ア 法令の規定によリー般に公表され、又は何人
でも閲覧することができるとされている情報

イ
‐当該個人が公開することに同意していると明ら

かに認められる情報           i

ウ 当該個人の公的地位又は立場に関連する情
報であちて、公開することが公益上必要と認められ
るもの―

手 法令の規定に基づく許可、免許、届出その他こ

れらに類する行為に際して実施機関が作成して又
は取得した情報であわて、公開することが公益上
必要と認められるもの

蹴 玩鞘 塔 筆 轟 為蒲 天鋪 篇緒 艶 、観 訴
:(他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することが
できることとなるものを含む。)若しくは個人識別符号が含まれ
るもの又は特定の個人を識別することはできないが、公にする

だごi兵控増溜製黛箋畠鎌翠rl益
を雪するおそれがあるも?,た

ア
ー
法令の規定により又は慣行として公1華れ、文は公にするこ

とが予定されている情報

イ 人の生命Ⅲ健康、生活又は財産を保護するため、公にする
ことが必要であると認められる情報     !

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和二十二年法律第
百三千号)第二条第一項に規定する国家公務員(独立行政法人
通則法第二条第四項に規定する行政執行法人の職員を除
く。)、 独立行政法人等の職員、地方公務員法(昭和三十五年法
律第■百六十下号)第二条に規定する地方公務員及び地方独
立行政法人の職員をいう。)である場合において、当該情報が
その職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当
該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分

法の規定に合わせて改正

解釈は現行条例とほぼ同様

現行条例イ・手は削除
イの解釈は、自ら刊行物に記載
したり、イラターネウト1こ掲載する
など、直ちに不特定多数の者が
知ることができる状態に置いた
場合や、あるい

イ
は今後公開され

ることを認識しながら個人情報を
他の者に提供した場合などであ
り、改正案アで当てはめが可能
工については、改正案イで当て
はめが可能となり、かつ広い概
念になる。    |
現行条例ウは改正案アロウに当
てはめられ、規定の表現は異な
るが解釈はほぼ同様

匿名加工情報
(新規)‐

(2)個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号 )第 6
0条第3J買に規定する行政機関等匿名加工情報(同条第4項に
規定する行政機関等匿名加工情報ファイルを構成するものに
限る。以下この号において「行政機関等匿名加工情報」という。)

又は行政機関等匿名加工情報の作成に用いた同条第1項に規
定する保有個人情報から削除した同法第2条第lT買第1号に規
定する記述等若しくは同条第2項に規定する個人識別符号  :

個人情報保護法で新たに行政
機関等匿名加工情報が規定さ
れたことによる新たな条項

法人の
事業活動情報

三 法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及
び地方独立行政法人を除(。 以下この号において「法人等」とい
う。)に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当
該事業に関する情報であつてt次に掲げるもの。ただし、人の
生命て健康(生活又は財産を保護するため、開示すること力ヽ必
要であると認められる情報を除く。

イ 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競
争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの

口 :行政機関等の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に
提供されたものであつて、法人等又は個人における通例として
開示しないこととされているものそめ他の当該条件を付すること
が当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると
認められるもの          ′  ! :

(2)法人その他の団体 (国及び地方公共団体を
除く。以下F法人等」という。)に関する情報又は事
業を営む個人の当該事業に関する情報であちて、
公開することにより、当該法人等又は当該個人の
競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地
位が著しく損なわれると認められるもの。ただして
次に掲げる情報を除く。||
ア 事業活動によって生じる危害から人の生命、身
体又は健康を保護するため、公開することが必要
と認められる情報          |
イ 違法又は不当な事業活動によつて生じる支障

塾2釜8珊 す

'|∵

↑`甲市

'こ

|が|
ウ 事業活動によって生じる侵害から消費生活そ
の他の市民生活を保護するため、公開することが
公益上特に必要と認められる情報

路 晟 羅 瑚 制 鐵 麟 簾 縣 笛 孔転 含拙
情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であつて、
次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保
護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除
く。             

「  ′                  「       .

肇綸 汽駐些:絶崖魏痩報揺郷 〒`
イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提
供されたものであつてt法人等又は個人における通例として公
にしないこととされているものその他の当該条件を付ずることが
当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認
められるもの i  !

法に合わせて規定    _
事務の支障が「著しい」の規定が
なくなるなど、表現の違いある
が、解釈ははぼ同様

国の安全ど
害される恐れが
「ある情報

四 行政機関の長が第八十二条各項の決定(以下この節にお
いて「開示決定等」という。うをする場合においてt開示すること
により、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との
信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との
交渉上不利益を被るおそれがあると董該行政機関の長が認め
ることにつき相当の理由がある情報

本項の規定は地方自治体は対
象外    :
別途改正法第7項イが対象

8



資料2付属資料
不開示情報

犯罪の予防・鎮
圧に関する情報

五 の

る ) が 開示決定をする場
△
ロ こおして

罪の

の 安
の

本項の規定は市町村は対象外
別途改正法第7項口が対象

の 3 の 又 | の

と国若 くは他 地方公共 ( 以下「 国等 と行政法人の内部又

する情報であつて、

I おける審議 は協議 I 関 関 し の J

思決定が
審議.棟討
又は協議に

の 交換若し しヽ っ の機関との 間 おける思 未 了 の 法の規定に合わせて改正
解釈は現行条例とほぼ同様

不

る り不 当 |こ国 事I買 :こ する情報であつて 公 開す と| よ 公くは意思決定の中立
民の間に混者とを生じする情報 させるおそれ又 は!特定の者 I 不 当に奉ll益 正 ,〕 つヽ 適正 な意思 決定 こ著ししヽ支障が 生 じると認

を与え 若しくは 不 不可益を及ぼすおそれがあるもの められるもの
の

又

勤禦痙挺鐸響桑碓霧頑攀
実施を著しく困難にすると認められるもの    i

6 又 人 法に合わせて規定
事務の支障が「著しい」の規定
なくなるなど、表現の違いあ|る

独立行政法人が行う事務又は事業 I 関する で
が

公 すること| こより 次 I 掲げるおそれその他当該事務

支障 又 は事業の性質上 当該事務又 は事業の適正な遂行 |こ支障を が、解釈はほぼ同様

亀晉該票亀急書争ヨを警遷:イェ倍菖≧!I腰宮膝罐関関ど,:
渉上不利苺を被るおそれ テ :       :

独 ユ 行政法人等、!地方公恭団体の1機関(都道府県の機関を
は地方独立行政法人が開示決定等をする場合におい
の予防t鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序のi

イ犯罪の予防、鎮l~土又1ま操査その他の公共の安全と秩序o
維持に支障を及ぼすおそれ      ■    !

遭   轟解郵恥望錘
にするおそれ!       i

除く。)又

て 犯罪

維持 | 支障を及 ぼすおそれ

行政運営
に関する情報

′

艶講活酔繋審癖魏F観絡霧鍵駐議
にするおそれ  ―      ―     ・

契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市、国、独立行政
人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人の財産上

利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ
法
の

は

契約t交渉又は争訟に係る事務に関しぎ国、独立行政法人

、地方公共団体又は地方独量行政法人の財産上の利益又

当事者としての地位を不当に害するおそれ
オ 調査石,F究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を
不当に阻害するおそれ

ホ 調査研究に係る事務に関しtその公正かつ能率的な遂行を

不当に阻害するおそれ

力 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に

支障を及ぼすおそれ
´|           ヤ

へ 人事管理に係る事務に関し、
に支障を及ぼすおそれ

公正かつ円滑な人事あ確保 キ 市、国若しくは他の地方公
独立行政法人に係る事業に関

共 団体が経営する企業又は地

し、その企業経営上 の 正 当な和I

卜独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は士也方
独立行政法人に係る事業に関し、その企業経営■の正当な利

人の生命・身体、
財産等の保護に
:関

する情報

(5)公開することにより、人の生命、身体、自由ヌ
は財産の保護に著しい支障が生じると認められる

情報    i

条例案第1号及び第6号で当て
はあが可能

法令秘情報
(6)法令の規定により明
きないとされている情報

らかに公開することがで (7)法令の規定により明ら々 |に公開することができない■されて
いる情報

必要性の確認

9 →i  l



資料 3

個人情報の取得、利用等の内部管理の方法について

1 法施行以前に個人情報登録簿に登録している個人情報の取り扱い

法施行以前に個人情報を取得・利用することを決定し、登録したものは、現行の保護基

準が改正法に定める基準を満たしていることから、法施行後もそのまま継続して利用す

る。また個人情報登録簿も、用語を法の定義に沿つて読み替え、そのまま使用すると

2 法の施行後に新たに個人情報を取得する事務が生じた場合、又はこれまでの取扱いに

変更が生じた場合の取り扱い       ′

(1)意思決定の方法                         
｀

・現行の条例では、個人情報を取り扱う場合、情報公開 。個人情報保護審議会に諮問

し、個人情報登録簿を作成し(運用している。法施行後は、審議会への諮問は廃上し、

各課長が判断し、連用することとするとその際、 (仮)個人情報管理票を作成して取り

扱う個人情報を決定し、書違するb                       l
・各課が (仮)個人情報管理票を作成・決定するときは、事前に市政情報課に協議をす

るなどヾ法に沿つて全庁統‐した判断ができる仕組みを設ける。

(2)(仮)個人情報管理票の作成

(仮)個人情報管理票は、次の個人情報の取扱いに際し作成 し、各課で保管すると

①新たに取得するとき。これまで取り扱らていた個人情報に変更が生じるとき

(適正な取得であるか、利用目的の範囲内の取得であるか)

業務の目的、根拠、F収集する個人情報の範囲、取集する方法 (本人、同一機関から、

他機関から)、 本人から取得する際の利用目的の明示方法、記録の保管方法など

②他の業務で得た情報を目的外利用するとき。取得した情報を外部に提供するどき

収集元、提供先の業務、1利用する個人情報の範囲、法 69条第 2項該当Jl生
(目 的外利

用・外部提供が可能な要件)

③個人情報の取り扱いを事業者に委託するとき          |
事業者に取り扱わせる個人情報の範囲、安全管理措置の状況 「

|※法には、個人情報のコンピユ■夕処理に関し特別な定めはないため、現行の「値l人情

報コンピ■■夕処理登録票 (第 6号様式)」 と同等のものは作成しない。 |

※法に定める「個人情報ファイル簿」は、(仮)個人情報管騨票とlよ別に、法の要件に従
うて作成し (1000人以上の個人情報ファイルを保有する場合など)、 HPで公表する。

(3)適正に個人情報を取り扱うための仕組み  :
①個人情報管理票を作成する際(市政情報課に事前協議をする。        .
②課長や個人情報を取り扱う担当者に法の解釈・運用に関する研修を実施する。

③要配慮個人情報の取得、外部提供など、特に取り扱いに注意が必要な事案について、

情報公開 i個人情報保護審議会に報告をすること義務付けるなど、その実施にあたり透

明性を担保する仕組みを設ける。     「

10



資料 4

法改正後の情報公開 。個人情報保護運営審議会の在り方について

1 現状                           サ

●個人情報保護法 129条では、「地方公共団体の機関は、条例に定めるところにより(第二章第二

節の施策を講ずる場合その他の場合において、個人情報の適正な取り扱いを確保するために専門
十的な知是に基づく意見を聴くことが特に必雲であると認めるときは、審議会のその他の合議制の

機関に諮問することができる。」としてぃる。|           :      |
0また、個人情報保護委員会事務局の説明資料では、イ個丹げの案件について個人情報の取得、目的

外利用、外部提供等の取扱を、審議会等に諮ることは今後容認されない。」としている。

0現在市では、審議会に対し、個人情報保護条例に定める個別の個人情報の取得等について諮問

や報告を行っているが、これらの多くは今後なくなる。(現在め謬問・報告事項は下記のとお

り)

【現行の審議会の所掌事項・諮問等の内容】

(1)所掌事項 (町田市情報公開.1個人情報保護運営審議会条イアll第 2条 )

①個人情報保護条例の規定によりその権限に属するとされた事項

②情響公開制度みびイ腫l本情報保輩制度の運用に関すo車要亨案

③コンピュータの管理、運用に関する基本方針及び基本計画

(2)具イ本的な諮問Ⅲ報告内容

近年行ちた具体的な諮問及び報告事項は次のとおり。

11

内 根拠法令 lFttL考 ・

1

個人情報の収集、委託、目的外利
用、外部提供、コンピユ■夕処理!

諮問

個人情報保護条例第7条、第12条の
2、 第13条、第13条の2、 第14条、第
16条         

´

2
情報公開及び個人情報の開示等の

請求があった場合の存否応答拒否
報告

個人情報保護条例第24条の2

情報公開条例第5条の2

審査請求された場合
は、行政不月R審査会に
諮闇

3
特定個人情報保護評価書の第二者
点検 (PIA)´

諮問
番号法及び特定個人情報保護評価に
関する規則

4
住民台帳ネウトワークシステムの運用
状況    ‐    イ 報告

町田市住民基本台帳ネットワータシス

テムに係る個人情報の保護に関する
条例第7条

｀
年に1回 審議会に報告
し、市民に公表

5
住民基本台帳の個人情報の外部提
供の実績(提供先及び種別) . 特になし

6
犯歴照会による外部提供の実績(提

供先及び種別)   ・
報告 特になし

7 防犯カメラ管理状況 報告 特になし

8
個人情報を扱う業務の委託先及び委
託期間         ‐

i

報告 特になし

9
情報公開制度及び個人情報保護制
度の運用状況

報告 特になし

10 個人情報漏えい事故 報告 特になし



資料 4

2 今後の在り方

0個別の案件にっいての個人情報の取得等にういて諮問はしなぃ。

●コンピュータの管理、運用に関する事項については、今後、国のデジタル・ガバメント実行

計画に沿?て進めていくこととなり、情報システム課でその分野に特化して外部から意見を聴

取する仕組みを検討中も

0上記のことから、今後当審議会の主な役割は次のようにしたしヽ。

o情報公開制度及び個人情報保護法の運用に関する重要事項について実施機関の諮問に応じ
て審議する (条例等の改正、運用ルールの大きな変更など)   !       .
②情報公開制度及び個人情報保護法の運用について、実施機関から報告を受けた内容につい |

て意見を述べる。 (実施機関の運用の適正性にういての確認)   .
0新たな審議会の役害Jを踏まえ、審議会の委員の構成、開催等の規模は概ね次のようにしたい。

現行 法改正後

耳 条例に定
める所掌事

項

段星騰 、翻群吊簗負言撮禦竪寄厚
報の

②情報公開及び個人情報保護制度の運用に関する
重要事項
③コンピユータの管理、運用に関する基本方針

緊解現でⅧ 后呈爵だ歴緊厨

2主な
審議内容

過去5年で市が諮問したの1ま次の事項 ●
口上記①の個人情報保護条例に規定する事項
r特定個人情報保護評価書の第二者点検(PIA)

①個人情報保護法施行条例及び情報公開条例の
改耳、これらの法令に基づく運用ルールの改正な
どについて.市長の諮Fロロに応じて答申。

②個人情報保護及び情報公開制度の運用につぃ
てて実施機関の報告に対し意見。

3委員構成
及び人数

委員15人                r
内訳(学識経験者5人、市内の団体代表8人、公募市
民2人 )    ,

学識経験者を中心に構成

4開催頻度 概ね月1回
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=【資料4】付属資料

各市審議会状況

質 問
謬暮議会翠房話昇14ている個人情講

保護
「

営百議会〒イ|つ
いて

②審議会等の1年間の開催回数
③諮問内容  !!          ―

④報告内容

町  田 市

①町田市情報公開・個人情報保護運営審議会
②年 11回 (8月 を除き毎月開催)

③個人情報の収集開始・取扱いの変更 (軽微なものを除く)すべて、特定個人情報保
護評価
④個人情報登録票の軽微な変更や廃止、公文書公開・個人情報開示における存否応答
拒否、住民基本台帳ネットワークシステムの運用状況、住民基本台帳の外部提 供実
績、犯歴照会の外部提供実績、「防犯カメラ管理状況、個人情報外部委託状況、情報公
開制度及び個人情報保譜制度の輝用状況、個人情報事故

東 京 都

①東京都情報公開 。個人1盾報保護審議会
② l～ 2回

8樗粂頻謡矯覆型壕櫓便藩傘深製馬怪露蓬鳥誤霙,雇暮患暮た否、特定個人情報保護
評価にらぃて

八 王 子 市

①人王子市情報公開 …個人情報保護運営審議会    i         .
② 2～ 3回
③要配慮個本情報の収集、本人外収集、目的外利用及び外部是供、オンライン結合に
よる提供、個人情報保護制度の運営に関する重要事項
④個人情報を取り扱 う事務の届出に係る事項、存否応答拒否等    ・

立 川 市

①章川市個人情報保護審議会                :
② 5!～ 6回
③本人以外からの収集、要配慮個人情報の収集、目的外利用、外部提供 (オンライン
結合を含む。)、 個人情報を取り扱う業務の外部委託       |
④存否応答拒否
①武蔵野市個人情報保護審議会     ｀

②3～ 6回
③要配慮個人情報の収集(本人同意のない個人情報ゐ収集、目的外利用及び外部提 フ
供、|イ呆有個人情報取扱事務め電子計算組織での処理、保有個人情報のオンライン結合
による処理、個人情報保護条例等,の制定 `改正 |

④保有個人情報取扱事務届出書の新規届出・変更の報告         ―

三 鷹 市

①三鷹市個人情報保護委員会
―

② 3～ 5国
③法令等によらなャヽ医療・収集禁上 (制限)個人情報の収集・本人同意、法令等によ
らない個人情報の収集 ,本人同意、法令等によらない目的外利用、外部提供・個人情
報のオンライン結合処理・電子計算組織により処理する事務の外部委託

留径塞峯粂辱爽遷竪総議窺埼周坐露藩ヱ握を基服ご蓄本
に村する存否拝で■F・

利用

府 中 市

①府中市情報公開 。個人情報保護審議会
② l～ 2回  1      1             ,
③本人メ外からの収集(セ ンシティブ情報の収集、桐的外利用、外部提供、ォンフイ
ン結合         i ―         ―

④個人情報取扱事務に係る報告
①昭島市情報公開 。個人情報保護運営審議会
②不定期          :    :       :
③思想等に関する個人情報の収集、本人以外からの収集、1目 的外利用、外部提供 (オ
ンライン結合を含む。)  …     '

④住民票記録事項電子計算機処竪により発生した苦情及びその処理の内容に関する報
告く情報提供ネットワ‐クシステムにより実施機関が保有する特定個人情報を実施機
関以外のもの八提供により発生した苦情及びその処理の内容に関する報告、′個人情報
の開示請求について存否応答拒杏があった場合の報告

13



【資料4】付属資料

調 布 市

小 金 井 市

①小金井市情報公開。個人情報保護審議会
②4回
③本人以外からの収集、要配慮個人情報の収集、目的外利用、外部提供 (オンライン
結合を含む。)、 個人情報を取り扱う業務の外部委託、電子計算組織を利用して個人
情報を処理する場合
④個人情報届出書に係る届出状況についての報告等

小 平 市

∪小平市情報公開・個人情報保護 。公文書管理審議会
② 3～ 4回
③本人以外からの収集、要配慮個人情報め収集、目的外利用・提供(オーンライン結合
による外部提供、番号利用法第 28条第 1項の規定による評価に関する事項、その他
情報公開制度及び個人情報保護制度に関する重要事項             |
④個人情報取扱業務に係る年次報告

日 野 市

① 日野市情報公開 。個人情報保護運営審議会
② 4～ 5回          ′

③本人以外収集及び本人通知の省略、目的外利用及び本人通知の省略、外部提供及び
本人通知ゐ省略、要配慮個人情報の収集(オンライン結合、個人情報保護制度の運営
に関する重要事項
④個人情報取扱事務の新規・変更・廃止届出の受理、存否応答拒否決定、訂正、消去
等、中止請求の際の下時不停止、個人情報取扱事務の委託 |   ヽ

東 村 山 市

①東村山市個人情報保護運営審議会
②4～ 5回                  ―
③本人以外からの収集、要配慮個人情報の収集、目的外利用、外部提供 (オンライン
結合を含むb)、 個人情報を取ケ扱う業務の外部委託            ‐
④個人情報取扱業務t条例等の制定改廃

国 分 寺 市

①国分寺市情報公Fォ月・個人情報保護審議会
②月 1'回程度 (年 12回)                .
③ 【国分寺市個人1膚報保護条例】取扱注意情報の取扱,個人情報取扱業務の登録及び
変更,本人,以外からの収集・本人以外力lら の収集にういて本人通知を行わない場合,

目的外利用及び外部提供, 目的外利用 :外部提供にっいて本人通知を行わない場合;

オンライン結合の開始及び変買,不適切な取扱いに対する措置    ―    :
【国分寺市情報シヌテムの管理運営に関する条例】個人情報の保護に係る情報セキュ
リティ対策基準の策定又は見直し,情報システムの導入及び変更,情報システムを用
いた情報処理委託,指定管理者に必要な措置,情報システムを用いた業務間における
個人情報の比較・検索 ,結合,情報システムの侵害に対する措置,情報セーキ■リティ
監査の実施 ;            ヽ            「
!【 国分寺市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条
例】特定イ腫l八情報取扱事務の登録及び変更, 目的外利用に伴う本人通知をしない場
合,オンライン結合の開始及び変更,不適切な取扱いに対する措置
④           ―

国 立  市

①国立市情報公開及び個人情報保護審議会     ,            ,
② 5～ 8回
③要配慮個人情報の取扱いの制限の例外、本人以外からの収集・その場合の本人通知
の例外、目的外利用等 。その場合の本人通知の例外(個人情報ファイルの作成、電子
計算組織の結合等、苦情の処理
④個人情報取扱業務登録、目的外利用等(電子計算組織の結合をしたとき :結合の相
手先に調査等を行つたとき等、存否応答拒否処分をしたとき、個人情報取扱業務を外
部に委託したとき・委託に際して講じた措置
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【資料4】付属資

狛 江 市

①狛江市個人情報保護審議会
② 4回  '  |
③本人外収集, 目的外利用す 電子計算機処理による記録項目の設定,追加

本人外収集, 目的外利用及び外部提供に係る

華務の届出,I特定個人情報を取り扱う事務を開始,廃止又
うとするときの届出,公益上必要があると認め

の施設に向けられた防犯カメラの設置の届出

又
本

保有

遂行

は変更,電子計算機処理に
外部提供 ,

よる結合 ,

人通知の要否
④個人情報取扱 は変更 しよ

られる非 F汗弓示決定 個人情報の利
用目的に係る事務の性質上す当該事務 に著しい支障を及ばすおそれがあの適正な
ると認められ利用停止 しないとき1市

東 大 和 市

①東大和市個:人情報保護審議会            ‐

② 4回 (臨時会の有無で増加する)

③外部委託・目的外利用 ギ提供をするとき、オンライン結合、オンフイン結合による
外部提供、情報漏えいに必要な措置を講じるとき、個人情報の取扱いに関する苦情を
処理する場合において、1実施機関が必要と認めるとき、制度の運営に関する重要事項
その他審議会に諮ることが適当と認める事項        ―

④本人以外から取得したとき、取扱事務を開始・変更 。廃止したときく目的外利用・
提供をしたとき、電子計算組織を統合し、又は保有個人情報の外部提供をしようとす
るとき (法的根拠等があるとき等)、 外部提供をし、提供先から個人情報の利用及び
個人情報の保護状況について報告を求め、:又は必要な調査を行ったとき、漏えい等が
明らかであって、.緊急かっやむを得ない理由により必要な措置を講じたとき、ただし
書の規定により保有個人情報の利用停止をしなかったとき

清  瀬 市

①清瀬市情報公開・個人情報保護審議会
② l～ 2回          :
③要配慮個人情報の収集・本人以外からの収集 。目的外利用 :提供 。実施機関以外の
電子計算組織八の結合
の個人情報、特定個人情報に閏する久太イダll改廃府幸

東久留米市

①東久留米市個人情報保護審査会
② O｀ 2回'  オ       、    :
③思想く信教及び信条に関する個人情報並びに社会的差別の原因となる個人情報の収
集、個人情報の目的外利用及び外部提供、電子計算組織の結合
④                                 !

武蔵 村 山市

保有を制限された情報の保有               .       :
本人以外収集  ■

目的外利用            :
外部提供   i        

―

本人以外収集、目的外利用又は外部提供を行う際の本人への通知の省略
オンライン結合
個人情報保護条例の制定・!改廃
その他、個人情報保護制度の運用に係る重要事項

個人情報を取り扱 う業務に関する届出 (開始、変更、廃止、利用状況、目的外利
用及び外部提供)

イ 個人情報保護条例の制定・改廃に係る報告

③
ア
イ
ウ

エ
オ
カ
キ
ク
④
ア

①武蔵村山市個人情報保護審議会
② 2～ 3回    ヽ

多 ‐摩 市

①多摩市情報公脚・イ回人情報保護運営審議会               ■
②7回程度
③本人以外からの収集(収集禁止事項の収集、個人情報を取り扱う業務の処理の外部

褒訴稽贔ク後饗晏佑撃翁馨乗安|ま塞整F繕
ンによる個人情報の外部提供、個人情報を
報システム等の停止等措置、指定管理者が

個人情報を取り扱う場合の意見聴取           :      ヶ
④情報漏えい  ′ :

稲 城  市

①稲城市個人情報保護運営審議会
② l～ 2回             !
③個人情報を利用又は提供する事業を新規に行 う場合、個人情報を電子計算組織によ
り外部と結合する必要がある事業を新規に行 う場合又はその他必要な場合
④個人情報の保護に関する重要事項と判断した事項 (各種システムの導入、例規の制
定について等)

西 東 京 市

①個人情報保護審議会
② 5日程度
③要酉己慮個人情報の収集、本人以外からめ収集、目的外利用、外部提供、電子計算組
織の結合、本人以外からの収集、目的外利用及び外部提供時の本人通知
④渦去の答申 (付帯責算r)に よる報告事項 (防万Rカ メラ設置に係る報告)
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